インターネット時代のチャネル管理 : 均衡と厚生 by 成生, 達彦 et al.
Titleインターネット時代のチャネル管理 : 均衡と厚生
Author(s)成生, 達彦; 王, 海燕; 中山, 雄司
















京都大学大学院経営管理研究部 教授 成生達彦 
京都大学大学院経済学研究科 日本学術振興会外国人特別研究員 王海燕 





















京都大学大学院経営管理研究部 教授 成生達彦 
京都大学大学院経済学研究科 日本学術振興会外国人特別研究員 王海燕 































態・市場規模調査」によれば、我が国の電子商取引の市場規模（B to B と B to C の合計）
は、2006 年の時点で 152 兆円となっている。また、電子商取引の売上高全体に占める割合








 先行研究としては、店舗業者と通販業者との競争を分析した Balasubramanian (1998) や
Bouckaert(2000)、店舗業者とネット業者の競争を論じた中山 (2003)、さらには店舗販売と
ネット販売を併用する業者の店舗展開や品揃えを分析した王・成生 (2007) などがある 1)。
また、生産者の立場からネットチャネルの導入・管理を論じた研究としては Chiang, Chhajed 
and Hess (2003)、Kumar and Ranran (2006)、Nakayama (2007) などがある。これらの論文は、
生産者がネットチャネルを導入するための要因を分析しているが、初めの２編はそのこと




























一定の配達費用 T を負担して財を販売する 3)。 
 地点 x∈[0,1]にいる消費者が、店舗 i またはネット業者から 1 単位の財を購入することか
らの利得は 
v0 = u-p0-tx        (1) 
v1 = u-p1-t(1-x)                                                
ve = u-pe                                                     
と表される。ここで、vi は消費者が店舗業者 i から購入する場合の利得、ve はネット業者か
ら購入する利得である。また u は留保価格で、単純化のために、すべての消費者が同じ留
保価格によって特徴づけられるものとする。さらに、pi は店舗 i の小売価格、pe はネット業
者の（配達費用 T 込みの）小売価格、t/2 は単位距離あたりの移動費用である。いずれの業
者からも財を購入しない場合の消費者の利得をゼロとし、max{v0, v1, ve}≧0 であれば、彼
は利得の大きい販売業者から財を 1 単位購入する。 






v0 = 0    ⇒ x0≡(u-p0)/t 
v1 = 0    ⇒ x1≡(t+p1-u)/t 
v0 = v1>0  ⇒ x*≡(p1-p0+t)/(2t) 
を定義すれば、消費者の店舗選択は次のように表される：  
if  x≦min{x0, x*}≡^x0,  店舗業者 0 より購入 
if  x≧max{x1, x*}≡^x1,  店舗業者 1 より購入 
if  x0< x < x1,         購入しない。 
 この状況で、店舗 1 の価格 p1 を所与とすれば、店舗 0 の需要関数は 
q0 = ^x0 = 0         if  u < p0     (2) 
             (u-p0)/t if  2u-p1-t < p0 ≦u 
             (p1-p0+t)/(2t) if  p1-t < p0 ≦2u-p1-t 
             1  if  p0 ≦p1-t 
で与えられる 4)。このとき、逆需要関数は 
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p0 = u-tq0  if  0 < q0 ≦(t+p1-u)/t 
         = p1+t-2tq0  if  (t+p1-u)/t ≦q0 < 1 
であり、点 Pk (q0k =(t+p1-u)/t, p0k = 2u-p1-t) において屈折する。また限界収入関数は 
MR+ = u-2tq0          if  0 < q0 ≦(t+p1-u)/t 
MR- = p1+t-4tq0        if  (t+p1-u)/t ≦q0 < 1 
で、q0k でジャンプする。屈折点の値 q0k =(t+p1-u)/t を上式に代入すれば、ジャンプの両端は 
mr+ = u-2(t+p1-u)= 3u-2t-2p1 
mr- = p1+t-4(t+p1-u)= 4u-3t-3p1 
と計算される。店舗 0 の逆需要曲線と限界収入曲線は図表 1-A に示される 5)。 
 
（図表 1-A を挿入） 
 
 店舗業者 0 は、他の店舗業者 1 の価格 p1 を所与として、自らの利潤を最大にするように、
小売価格 p0 を設定する。いま、仮に出荷価格 w が mr+よりも高ければ、(2)式の需要関数
のもとで、店舗業者 0 の意思決定問題は 
Max y0 = (p0-w)q0 = (p0-w)(u-p0)/t,  w.r.t. p0  for given  w 
と定式化される。この問題の極大化条件(dy0/dp0=0)より、小売価格は 
p0 = (u+w)/2        (3-1) 
で与えられる。店舗業者 1 についても同様である。また、このときの販売量および利潤は
図表 2 の第 1 列にまとめられている。この状況では、各店舗業者の商圏は互いに分離して
おり、一部の消費者は財を購入しないことになる。この状態を「分離均衡」と呼ぼう。い
ま、pS=(u+w)/2 に留意すれば、その成立条件は 
mr+ = 3u-2t-(u+w) < w  ⇒ u-t < w     (3-2) 
で与えられる。ここで、上付添え字 S は小売段階が分離均衡であることを示す。 




の販売量および利潤は図表 2 の第 2 列にまとめられている。この状況ではすべての消費者
が財を購入する。さらに pK=u-t/2 であるから、キンク均衡の成立条件は 
mr-≦w≦mr+ ⇒ 4u-3t-3p1≦w≦3u-2t-2p1 ⇒  u-3t/2≦w≦u-t  (4) 
で与えられる。ここで、上付き添え字 K はキンク均衡を示す。 
 最後に、出荷価格が w<mr-の水準に設定されるならば、小売段階では「競争均衡」が成
立する。このときの店舗業者 0 の意思決定問題は、(2)式の需要関数のもとで 
Max  y0 = (p0-w)q0 = (p0-w)(p1-p0+t)/(2t),  w.r.t p0,  for given p1 and w 
と定式化される。この問題の極大化条件(dy0/dp0=0)より、反応関数 
p0(p1) = (w+t+p1)/2 
が導かれる。同様に、店舗業者 1 の反応関数は p1(p0)=(w+t+p0)/2 である。したがって、各
店舗業者の小売価格は 
pC = w+t        (5-1) 
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で与えられる。ここで、上付き添え字 C は競争均衡を示す。また、このときの販売量およ
び利潤は図表 2 の第 3 列にまとめられている。この状況でもすべての消費者が財を購入す
る。さらに(5-1)式より、競争均衡の成立条件は 
w < mr- ⇒ w < 4u-3t-3(w+t) ⇒  w < u-3t/2    (5-2) 
で与えられる。 
（図表 1-B を挿入） 
（図表 2 を挿入） 
 
 生産者の意思決定 
 前述の店舗業者の行動を考慮した上で、第 1 段階において、生産者は自らの利潤を最大
にするように出荷価格を決定する。分離均衡を前提とすれば、図表 2 の第 1 列より、生産
者の意思決定問題は、 
Max πS = 2wq= w (u-w)/t,  w.r.t. w,  s.t. u-t≦w≦u 
と定式化される。この極大化条件(dπS/dw=(u-2w)/t = 0)より、出荷価格は 
wS = u/2        (6-1) 
で与えられる。また、このときの小売価格、店舗業者の販売量、利潤および生産者利潤は
図表 4 の第 1 列にまとめられている。さらに、小売段階で分離均衡が成立するためには、 
u-t < wS = u/2  ⇒  u < 2t      (6-2) 
が必要である。したがって、分離均衡では qS=u/4t<1/2 となる。 
 キンク均衡を前提とすれば、図表 2 の第 2 列より、生産者の意思決定問題は、 
Max πK = 2wqK = w,  w.r.t. w,  s.t. u-3t/2≦w≦u-t 
と定式化される。ここで dπK/dw=1>0 であるから、出荷価格は 
wK = u-t         (7-1) 
で与えられる。すなわち生産者は、出荷価格をキンク均衡が成立する範囲の上限に設定す
るのである。また、このときの小売価格をはじめとする諸変数の値は図表 4 の第 2 列にま
とめられている。 
  競争均衡を前提とすれば、図表 2 の第 3 列より、生産者の意思決定問題は 
Max πC = 2wqC = w,   w.r.t. w,  s.t. 0≦w<u-3t/2 
と定式化される。ここで dπC/dw =1>0 であるから、出荷価格は wC → u-3t/2 となり、w∈
[0,u-3t/2)の範囲には存在しないことになる 7)。 
 ここで、分離均衡の成立条件(u<2t)が満たされるならば、 




命題１：フランチャイズ料を徴収できない生産者は、仮に u<2t であれば、出荷価格を wS=u/2















いて検討する。この際、仮に u<T ならば、配達費用 T を補填するネット価格(pe>T)のもと
では pe>u となるから、誰も財を購入しない。それゆえ、以下では 
T < u         (8) 
を想定する。また単純化のために、複数のネット業者が存在するものとする 8)。この状況
では、彼らの間のベルトラン的な価格競争の結果、ネット価格は 
pe = we+T        (9) 
に設定される 9)。ここで、we はネット業者向けの出荷価格である。また、pe≦u でなければ
誰もネット業者から購入しない。それゆえ以下では、 




 店舗業者 1 の価格 p1 およびネット業者の小売価格 pe を所与として、店舗業者 0 の意思決
定について検討する。消費者がそれぞれの販売業者から財を購入することからの利得は(1)
式で与えられる。ここで、 
v1 = ve ⇒ x1e ≡ (t+p1-pe)/t 
を定義する。仮に pe≧p1+t であれば、すべての消費者にとって v1≧ve となるから、ネット
業者の販売量はゼロである。以下では pe<p1+t、すなわち x1e >0 を想定する(図表 3 を参照
のこと)。 
 
（図表 3 を挿入） 
 
この状況では、店舗業者 0 の需要関数は 
q0 = ^x0 = 0         if  pe<p0     (11) 
            (pe-p0)/t if  2pe-p1-t<p0≦pe 
            (p1-p0+t)/(2t) if  p1-t<p0≦2pe-p1-t 
            1  if  p0≦p1-t 
で与えられる。また、店舗 0 の逆需要関数は 
p0 = pe-tq0  if  0 <q0≦(t+p1-pe)/t 
          = p1+t-2tq0  if  (t+p1-pe)/t<q0< 1 
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であり、点(q0ke =(t+p1-pe)/t, p0ke = 2pe-p1-t) において屈折する。さらに限界収入は 
MR+ = pe-2tq0    if  0 <q0≦(t+p1-pe)/t 
MR- = p1+t-4tq0   if  (t+p1-pe)/t <q0 <1 
で、q0ke でジャンプする。ここで屈折点の値 q0ke を上式に代入すれば、ジャンプの両端は 
mr+= pe-2(t+p1- pe)= 3pe-2t-2p1 
mr-= p1+t-4(t+p1-pe)= 4pe-3t-3p1 
と計算される。 
店舗業者 0 は、店舗業者 1 の価格 p1 およびネット価格 pe 所与として、自らの利潤を最大
にするように小売価格 p0 を設定する。仮に生産者が出荷価格 w を mr+より低く設定したと
すれば、ネット業者の販売量はゼロとなる 10)。したがって、以下では w>mr+とする。この
とき、(11)式の需要関数のもとで、店舗業者 0 の意思決定問題は 
Max  y0 = (p0-w)q0 = (p0-w)(pe-p0)/t,  w.r.t. p0  for given w and pe 
と定式化される。この問題の極大化条件(dy0/dp0=0)より、反応関数は 
p0 (pe) = (pe+w)/2       (12-1) 
で与えられる。また、このときの販売量および利潤は、 
q0 (pe) = (pe-w)/(2t)       (12-2) 
y0 (pe) = (pe-w)2/(4t)       (12-3) 
と計算される。店舗業者 1 についても同様である。さらに、小売段階でこの状況が成立す
るための条件は 






Max  πN = w(q0+q1)+we(1-q0-q1) = we+(we-w)(we+T-w)/(2t)  (13) 
w.r.t. w and we 




要がある。このとき、 (13)式の最後の制約式は T<t と改められ、意思決定変数を含
まなくなる。これらのことに留意すれば、生産者の意思決定問題は、(13)式で w=we
とおくことより、 
Max πN = we,   w.r.t. we,   s.t.   we≦u-T,  
と改められる。ここで dπN /dwe=1>0 であるから、出荷価格は 
weN = wN = u-T        (14-1) 
で与えられる。また、このときの各販売業者の小売価格、販売量、利潤および生産者の利
潤は、図表 4 の第 3 列にまとめられている。 
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配達費用 T がある程度高ければ、導入後の出荷価格は低下するが(wN=u-T<u/2=wS, if 2T>u)、
販売量が増えるため、生産者はネットチャネルを導入するのである。 
 実際、経済産業省(2007)の調査によれば、我が国の EC 化率はオンラインでの宿泊・チケ









  4.1 消費者余剰への効果 
 まずはじめに、ネットチャネルの導入が消費者の厚生に及ぼす効果を分析する。消費者
余剰 CS は 
CS = (u-pe)qe+2∫0Z (u-p-tz)dz 
と定義される。ここで、z は消費者と店舗の間の距離、Z は店舗の商圏の長さである。また、
上式の第 1 項はネット業者から購入する消費者の余剰、第 2 項は店舗業者から購入する消
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費者の余剰である。 
 ネットチャネル導入前後の消費者余剰は、それぞれ 
CSS = u2/(16t)        (15-1) 
CSK = t/4        (15-2) 
CSN = T2/(4t)        (15-3) 
と計算される。したがって、導入前にキンク均衡が成立していた状況では、ネットチャ
ネルの導入が消費者余剰に及ぼす効果は、(15-2)-(15-3)式より 
CSN-CSK = (T2-t2)/(4t) < 0 
と計算される。したがって、導入条件(T<t)のもとではネットチャネルの導入は消費者余剰
を減少させる。一方、導入前の小売段階が分離均衡の状況では 























ばならない。それゆえ、店舗価格も低くなる。実際、仮に 2T>u であれば、 












   




TS = u (q 0 + q 1 + q e ) - Tq e -2∫0Z tz dz 
によって定義する。上式の第 1 項は財を購入した消費者の効用、第 2 項はネット業者の総
配達費用、第 3 項は消費者の店舗への移動費用である。 
 ネットチャネル導入前後の総余剰は、 
TSS = 7u2/(16t)        (16-1) 
TSK = u-t/4        (16-2) 
TSN= u-T+3T2/(4t)       (16-3) 
と計算される。いま、導入前にキンク均衡が成立していたとすれば、(16-2)-(16-3)式より、
総余剰の変化は 
TSN-TSK = u-T+3T2/(4t)-(u-t/4) = (3T-t)(T-t)/(4t) 
と計算される。ここで、ネットチャネルの導入条件（T<t）を考慮すれば、 
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た消費者が、導入後にはネット業者から購入できるようになる。このことは総余剰を増や
す効果を持ち、その程度は移動費用 t が高く(このことは財を購入できない消費者が多いこ











 a ≡ T/t,  and  b ≡ u/(2t) 
と定義すれば、本稿の想定のもとでは 0<a<1 かつ 0<b<1 である。この定義を用いれば、T=at
および u=2bt であるから、当初分離均衡が成立していた状況におけるネットチャネル導入
の総余剰への効果は 
TSN-TSS = 2bt-at+3(at)2/(4t)-28(bt)2/(16t) = 4t(8b-4a+3a2-7b2) 
と表される。ここで t > 0 であるから、g(a,b) = 8b-4a+3a2-7b2 と定義すれば、TSN ≶ TSS  iff  
g(a,b) ≶ 0 である。この関数 g(a,b) は、a の凸関数であると同時に b の凹関数であり、鞍点
は(2/3, 4/7)である。 
 また、ネットチャネルの導入条件 u-u2/4t-T>0 は、 
 h(a, b) = 2b-b2-a>0 ⇒1-(1-a)1/2 < b < 1+(1-a) 1/2 
となる。ここで、1+(1-a) 1/2>1 であるから、導入前の小売段階で分離均衡が成立していた状
況で、生産者がネットチャネルを導入するパラメータの領域は D ≡{1-(1-a)1/2<b, 0<a<1, 
0<b<1}によって表わされる。いま、領域 D において g(a,b) = 0 を満たす軌跡を求めれば 
 b=[4∓ (16-28a+21a2)1/2]/7 
を得る。ここで、 
 1-(1-a)1/2 >[4-(16-28a+21a2)1/2]/7 
であるから、b=[4-(16-28a+21a2)1/2]/7 を満たす軌跡は、領域 D に含まれない。それゆえ、領
域 D においては 
 TSN ≶ TSS  if  b≷ [4+(16-28a+21a2)1/2]/7 
が成立する。 
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動・配達費用面での無駄も解消されるため、総余剰は増加するのである。 
また命題 3 より、2T>u のもとでは、いかなる消費者の余剰も減少しない。この条件のも
とで小売業者の利潤を比べれば、 





件 2T>u は a>b と置き換えられるから、ネットチャネルの導入がパレートの意味での改善
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段階で分離均衡が成立していた状況では、仮に配達費用がある程度高ければ、導入後の
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 分離均衡 S キンク均衡 K 競争均衡 C 
p (u+w)/2 u-t/2 w+t 
q (u-w)/(2t) 1/2 1/2 
y (u-w)2/(4t) (2u-t-2w)/4 t/2 
成立条件 u-t < w u-3t/2≦w≦u-t w < u-3t/2 
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注：仮に店舗業者 0 が価格を P0 以下に設定すれば、 
          ネット業者の販売量はゼロとなる。 
 






































 分離均衡 S キンク均衡 K 
w u/2 u – t u-T 
we -- -- u-T 
p 3u/4 u – t/2 u –T/2 
pe -- -- u 
q u/(4t) 1/2 T/(2t) 
qe -- -- (t – T)/t 
π u2/(4t) u – t u – T 
y  u2/(16t) t/4 T2/(4t) 
ye -- -- 0 
CS u2/(16t) t/4 T2/(4t) 
TS  7u2/(16t)  U – t/4 u – T + 3T2/(4t) 
成立条件 u < 2t U > 2t 
u > T, t > T  (キンク) 
T < u-u2/(4t) (分離) 
 


































































TSN > TSS 
b=[4+(16-28a+21a2)1/2]/7 
b=[4-(16-28a+21a2)1/2]/7
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1) 実証研究としては、米国の書籍・音楽 CD 市場などを分析した Brynjolfsson and Smith 
(2000) 、食料雑貨市場を分析した Degeratu, Rangaswamy and Wu (2000) 、架空のワイン
市場をインターネット上に構築し、消費者の行動を分析した Lynch and Ariely (2000) 、
航空券市場を分析した Clemons, Hann and Hitt (2002) 、ネット書店の品揃えが消費者余剰
に与える影響を分析した Brynjolfsson, Hu, and Smith (2003)、自動車市場を分析した






(2007)や Aiura(2007)などがある。具体化のため、本稿では T を配達費用として扱うが、
一般的にはネット業者から財を購入する際にかかる費用と考えることができる。 
4) (2)式の最下行は、店舗業者 0 がすべての消費者に販売する状況を表しており、店舗業者
1 は販売していない。以下では、この状況を仮定により排除する。 
5) q1=1-^x1 とおけば、店舗 1 についても同様に分析することができる。 
6) このような対称均衡は、生産者がテリトリ－制を導入し、各店舗業者に 1/2 ずつをテリ
トリ－として与えることによっても実現することができる。 




9) ネット業者の利潤関数は ye = (pe-T-we)qe であり、(9)式はゼロ利潤条件より導かれる。 
10) 仮に生産者が出荷価格 w を[mr+, mr-]の間に設定すれば、小売段階では２節のキンク均衡
が成立し、また w を mr-より低く設定すれば、小売段階では競争均衡が成立する。 
11) 店舗業者がネット販売も併用する場合、ネット販売用に仕入れた財を店舗で売ることは
常に可能である。転売が生じない場合については、王(2007)を参照のこと。ネット業者
から店舗業者への転売が行われる場合、配達費用は規模の経済性によって低くなると考
えられ、本稿では単純化のために、このような業者間の輸送費用をゼロとしている。 
 
